
長期経済統計（LTES）データベース「利用上の注意」一覧 

 

1 

 

1. 未登録表について 

比較的重要度が低いと考えられる以下の表は未登録である。 

第 1巻表 1-A,4-A,6-A,7-A,8-A,9-A,18-A,21-A,30-A,32,32-A,33,34,35,36,37,38,38-A,39,40,41,42 

第 4巻表 39 

第 13巻すべて 

近代日本の経済発展 付表 6~11,17~18 

Patterns of … Table A47,A48,A49 

 

2. 各巻「第 3部 資料」の「利用上の注意」一覧 

※データベースに該当する事項のみに編集しています。  

巻 「利用上の注意」など 

1 

利用上の注意 

1. 0 単位未満 

2. L 該当事実がない、あるいはあっても計数不詳のもの。 

3. 内訳の和と合計欄の計数とが四捨五入のため、終り 1~2桁で一致しないことがある。 

4. 年度と明示しない場合は暦年表示である。年度表示による財政統計は、1 四半期ずらしの簡易

法により暦年表示とした。 

資料編の構成概要表 

 第 2 部第 4 章Ⅰ節に枠組みとして 3 つの基礎的勘定表が示されている。以下の構成概要表は第 3

部諸表をこの枠組みに合わせて整理し、それらの構成と関連を明らかにする目的で掲げた。次に、3

点を注記する。 

(1) 当年価格系列、1934～1936年価格系列、デフレーター等表頭の下に示した数字は第 3部の表

番号である。1 項目に 2 つ

の表番号が示されるとき

は、その項目がそれぞれの

表に掲げられ、Ⅰ・Ⅱ勘定に

おいては右側の表がより詳

しい表であることを示す。 

(2) 各産業生産額を掲げた

表、加工表等は除いた。 

(3) 勘定表の項目のうち、括

弧で囲った分は本推計とし

て取扱いを異にするもの

で、在庫品増加は第 4 章Ⅱ

節、間接税と経常補助金は

第 8 章Ⅱ-4 節を参照された

い。 
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巻 「利用上の注意」など 
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資料編の利用についての説明 

 

資料編は、1868～

1940 年を中心に、国

内粗資本形成の推計

基本系列と、その系列

を導く過程において

用いられた基礎的統

計データを整理・集大

成したものである。し

たがって、資料編に掲

載されている個々の

統計表の全体を体系

的にとらえれば、おの

ずから推計過程が明

らかになるように、統

計表の順位づけが行

なわれている。この関

係を示したものが、統

計表関連図・1 であ

る。この図は、推計編

の最初の部分に掲げた図（29頁）と密接に関連している。 

 まず最終結果としての国内粗固定資本形成は、最上段の〔総

括ブロック〕において示される。この図を上から下へ見ていけ

ば、より上段の推計が何に依拠し、どれだけの表を総合して作

られたものであるかの関係が示される。逆過程において、当然

重複関係は除去され、表示方法の斉一化がはかられる。 

 掲載された 54 個の統計表のうち、最も大きなブロックをな

す建築関係（私立学校を除く）については、推計過程が複雑な

ので、統計表関連図・2によって、さらに説明を補完した。 

 

（4巻について次ページへ続く） 
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巻 「利用上の注意」など 

4 
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利用上の注意 

1. 以下の統計表は 1874～1940 年間を通して作製されるものと、1909～1940 年と 1874～1909

（または 1908）年に分けて作製されるものとがある。後者の場合、1909～1940年表が先に掲

げられている。これはこの期間のほうが 1908年以前よりは統計資料が豊富であり、そのため推

計の方法、工夫において若干緻密になる一方、1908年以前の推計はいささか簡便法によってい

るという相違があるためである。1909年において、二つの異なる推計結果が出ている場合があ

るが、連結に際しては、1909～1940年推計における 1909年の数字を用いたことはいうまでも

ない。 

2. スペースの制約のため消費における各費目全部について、統計表を掲げることができなかった。

したがって、食料費、被服費等の総括表には、個別費目表でここに掲記されていないものにつ

いても含んでいると考えていただきたい。 

 

10 

利用上の注意 

1. ここでは、1874～1940年間の長期生産額系列の整備に重点をおいたため、戦後への連結がなさ

れていない。この連結をめぐる分析は第 1部で行われる。 

2. 昭和期に入るとともに、『工場統計表』に現われる品目の数は増大した。しかし、本書の狙いは、

総額ならびに各業種に分けた場合の完全な系列への到達にあるため、細目に立ち入った品目別

系列をすべて掲げることを意図していない。 

3. 諸統計表中の（）内の数字は、それぞれ推計篇で説明した推計方法に従って導いたものである。 
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巻 「利用上の注意」など 
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利用上の注意 

1. 0 単位未満 

2. L 該当事実なし、あるいは計数不詳、あるいは推計不能のもの。 

3. 内訳の和と合計欄とが、四捨五入のため、終り 1~2桁が一致しないことがある。 

4. 年度と明示しない場合は暦年表示である。 

 

3. その他 

脚注等における(1)(2)…は、表内の各系列を先頭から順に(1)(2)…と表現している。 

 


